










分科会１「多様な世代や人々がつながり地域活動に参画し活躍できる地域づくり」に向けた現状と課題

現状
課題

・少子高齢化、世帯小規模化により担い手減少
・地域福祉保健活動のすそ野を広げる取組が必要
・多様な世代や様々な状況にある人がつながり、地域活動の大切さを自然に意識でき
る働きかけが必要

内容

[柱3-1　幅広い市民参加の促進]

・子育て世代が地域と繋がるため、保育所等が地域と連携した取組の推進
・地域住民がつながれる機会や誰もが集える情報の集約
・利用者が担い手として関わるようになった事例の発信
・ボランティア活動を通じた社会参加プログラムの検討と支援メニューの提案　　など

現状
課題

・社会福祉法人の地域貢献の期待の高まり
・法人・施設・事業の特徴を生かしニーズに合わせた取組を進めることが必要
・第1期から施設企業等との連携・協働が推進されており、交流、イベント等は多くで取
り組まれている
・連携による見守りネットワークの構築や食支援が取り組まれるようになっている
・連携協働の広がりを見せる一方で継続性・一貫性が課題となっている地域もある
・今後もそれぞれの役割や特徴を生かしながら、連携協働した取組を一層進めること
が必要

内容

[柱3-2　多様な主体の連携・協働による地域づくり]

・地域と連携協働するメリット周知
・地域ニーズを把握するデータの提供、取組事例紹介等を通じた支援
・社会福祉法人が取り組む地域貢献活動の発表会や事例集の作成
・区社協と連携した地域とのコーディネート
・事例の集約と発信　など

現状
課題

・担い手の負担増・財源・取組内容の停滞により継続が難しくなっている活動も少なくな
い
・先駆的事例は、ニーズに基づき、それぞれの特徴が生かされていることが重要な要
素となっている
・必要としている団体等に、こうした先駆的事例や財源確保のノウハウ等の支援策の
提供が必要

内容

[柱3-3　幅広い市民参加、多様な主体の連携・協働を促進するための環境づくり］

・団体に必要な資金確保の手法、ノウハウ、支援策の提供
・他団体や企業との連携協働による課題解決策の提案
・地域づくりを協働する事例集約やノウハウの集約　など

・開催方法の工夫、市民参加の裾野をさらに広げる必要がある
・コロナ禍で試行されたSNS活用等の工夫が今後も必要
・一人ひとりの価値観に合わせて選択肢が具体的に示され、地域の活動につ
ながるきっかけづくりが必要
・地域組織を中心とした活動は自治会加入率の低下もあり参加者が減少
・シルバークラブも参加者は減少

・地域と社会福祉法人の連携がイベントから生活支援につながる取組に広がっ
ている
・コロナ禍に会場貸出やイベント開催が難しい状況が生じている
・社会福祉法人の貢献活動を更に進めるためにきめ細やかな支援が必要。
・ニーズの的確な把握、関係づくりなど支援機関によるコーディネートが必要
・地域も企業も相互に有効性を感じられる取組にすることが必要
・地域と学校の関係性が継続する支援が必要
・企業との連携が課題解決方法の一つとなるよう、事例共有等の対応が必要

・活動立ち上げや継続の支援は引き続き必要
・様々な参加団体がつながる機会や場を増やすことが必要
・課題を共有する仕組みづくりやICT環境の活用に向けた支援が必要
・資金確保の仕組みづくりも課題

「現在、参加している地域活動」について、「特にない」が約６割
 （令和元年度 市民意識調査）

「何らかの形で、積極的に社会に役立つことをしたい」と考える人が57.4%
（令和3年度　市民意識調査）

支え手」「受け手」という関係を超えて、
地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を
超えてつながる
（厚生労働省　地域共生社会とは）

市内認証NPO法人の推移は、平成18年から令和3年で1.8倍
（横浜市新たな中期計画の基本的方向）

「男性を引っ張り出すことに苦労」
「サロンや集いに来ない人をどうするかが課題」
（第4期市計画分科会意見）

第４期市計画策定時の現状・課題
第４期市計画の内容

中間評価 社会情勢等
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